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（
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
等

の
一
部
改
正
）

第
四
条

次
に
掲
げ
る
政
令
の
規
定
中
「
、
独
立
行
政
法

人
日
本
万
国
博
覧
会
記
念
機
構
」
を
削
る
。

一

障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令

（
昭
和
三
十
五
年
政
令
第
二
百
九
十
二
号
）
別
表
第

二
第
一
号

二

官
公
需
に
つ
い
て
の
中
小
企
業
者
の
受
注
の
確
保

に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
四
十
一
年
政
令
第
二

百
四
十
八
号
）
第
二
条
第
一
号

三

高
年
齢
者
等
の
雇
用
の
安
定
等
に
関
す
る
法
律
施

行
令
（
昭
和
五
十
一
年
政
令
第
二
百
五
十
二
号
）
附

則
第
二
項
第
一
号

四

国
等
に
よ
る
環
境
物
品
等
の
調
達
の
推
進
等
に
関

す
る
法
律
第
二
条
第
二
項
の
法
人
を
定
め
る
政
令

（
平
成
十
二
年
政
令
第
五
百
五
十
六
号
）
第
一
号

五

公
共
工
事
の
入
札
及
び
契
約
の
適
正
化
の
促
進
に

関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
十
三
年
政
令
第
三
十
四

号
）
第
一
条
第
三
号

六

国
等
に
お
け
る
温
室
効
果
ガ
ス
等
の
排
出
の
削
減

に
配
慮
し
た
契
約
の
推
進
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第

三
項
の
法
人
を
定
め
る
政
令
（
平
成
十
九
年
政
令
第

三
百
四
十
四
号
）
第
一
号

（
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
五
条

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
施
行
令
（
昭
和
三

十
七
年
政
令
第
三
百
五
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。

第
三
十
九
条
第
五
号
中
「
独
立
行
政
法
人
日
本
万
国

博
覧
会
記
念
機
構
（
」
を
「
独
立
行
政
法
人
日
本
万
国

博
覧
会
記
念
機
構
法
を
廃
止
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五

年
法
律
第
十
九
号
）
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
解
散
し
た
旧
独
立
行
政
法
人
日
本
万
国
博
覧
会
記
念

機
構
（
同
法
に
よ
る
廃
止
前
の
」
に
改
め
る
。

（
公
益
的
法
人
等
へ
の
一
般
職
の
地
方
公
務
員
の
派
遣

等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
第
三
号
の
法
人
を
定

め
る
政
令
の
一
部
改
正
）

第
六
条

公
益
的
法
人
等
へ
の
一
般
職
の
地
方
公
務
員
の

派
遣
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
第
三
号
の
法
人

を
定
め
る
政
令（
平
成
十
二
年
政
令
第
五
百
二
十
三
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
七
十
五
号
を
削
り
、
第
七
十
六
号
を
第
七
十
五
号

と
し
、
第
七
十
七
号
か
ら
第
百
十
三
号
ま
で
を
一
号
ず

つ
繰
り
上
げ
る
。

（
財
務
省
組
織
令
の
一
部
改
正
）

第
七
条

財
務
省
組
織
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
五

十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
第
十
七
号
中
「
、
日
本
万
国
博
覧
会
記
念
機

構
分
科
会
」
を
削
る
。

第
七
条
中
第
二
十
三
号
を
削
り
、
第
二
十
四
号
を
第

二
十
三
号
と
し
、
第
二
十
五
号
か
ら
第
三
十
号
ま
で
を

一
号
ず
つ
繰
り
上
げ
、
同
条
第
三
十
一
号
中
「
、
国
立

印
刷
局
分
科
会
及
び
日
本
万
国
博
覧
会
記
念
機
構
分
科

会
」
を
「
及
び
国
立
印
刷
局
分
科
会
」
に
改
め
、
同
号

を
同
条
第
三
十
号
と
す
る
。

第
十
五
条
第
十
五
号
中
「
、
日
本
万
国
博
覧
会
記
念

機
構
分
科
会
」
を
削
る
。

第
五
十
三
条
中
第
八
号
を
削
り
、
第
九
号
を
第
八
号

と
し
、
第
十
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り

上
げ
、
第
十
三
号
を
削
る
。

附
則
第
二
条
の
二
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
理
財
局
の
所
掌
事
務
の
特
例
）

第
二
条
の
三

理
財
局
は
、
第
七
条
各
号
に
掲
げ
る
事

務
の
ほ
か
、平
成
二
十
六
年
九
月
三
十
日
ま
で
の
間
、

次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。
こ
の
場
合
に
お

い
て
、
第
三
条
第
十
七
号
中「
国
立
印
刷
局
分
科
会
」

と
あ
る
の
は
、「
国
立
印
刷
局
分
科
会
、
日
本
万
国
博

覧
会
記
念
機
構
分
科
会
」
と
す
る
。

一

独
立
行
政
法
人
日
本
万
国
博
覧
会
記
念
機
構
法

を
廃
止
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
十
九

号
）
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
解
散
前

の
独
立
行
政
法
人
日
本
万
国
博
覧
会
記
念
機
構
に

関
す
る
こ
と
。

二

独
立
行
政
法
人
評
価
委
員
会
日
本
万
国
博
覧
会

記
念
機
構
分
科
会
の
庶
務
に
関
す
る
こ
と
。

附
則
第
四
条
の
四
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
理
財
局
国
有
財
産
業
務
課
の
所
掌
事
務
の
特
例
）

第
四
条
の
五

理
財
局
国
有
財
産
業
務
課
は
、
第
五
十

三
条
各
号
に
掲
げ
る
事
務
の
ほ
か
、
平
成
二
十
六
年

九
月
三
十
日
ま
で
の
間
、
附
則
第
二
条
の
三
各
号
に

掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。こ
の
場
合
に
お
い
て
、

第
十
五
条
第
十
五
号
中
「
国
立
印
刷
局
分
科
会
」
と

あ
る
の
は
、「
国
立
印
刷
局
分
科
会
、
日
本
万
国
博
覧

会
記
念
機
構
分
科
会
」
と
す
る
。

（
財
務
省
独
立
行
政
法
人
評
価
委
員
会
令
の
一
部
改

正
）

第
八
条

財
務
省
独
立
行
政
法
人
評
価
委
員
会
令
（
平
成

十
二
年
政
令
第
三
百
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
す
る
。

第
五
条
第
一
項
の
表
日
本
万
国
博
覧
会
記
念
機
構
分

科
会
の
項
を
削
る
。

第
九
条
た
だ
し
書
中
「
、
日
本
万
国
博
覧
会
記
念
機

構
分
科
会
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
は
理
財
局
国
有
財
産

業
務
課
に
お
い
て
」
を
削
る
。

附
則
第
二
条
中
「
平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日
」

を
「
平
成
二
十
六
年
九
月
三
十
日
」
に
、「
通
関
情
報
処

理
セ
ン
タ
ー
分
科
会
」
を
「
日
本
万
国
博
覧
会
記
念
機

構
分
科
会
」
に
、「
独
立
行
政
法
人
通
関
情
報
処
理
セ
ン

タ
ー
」
を
「
独
立
行
政
法
人
日
本
万
国
博
覧
会
記
念
機

構
」
に
、「
財
務
省
関
税
局
総
務
課
」
を
「
財
務
省
理
財

局
国
有
財
産
業
務
課
」
に
改
め
る
。

第
二
章

経
過
措
置

（
承
継
計
画
書
の
作
成
基
準
）

第
九
条

独
立
行
政
法
人
日
本
万
国
博
覧
会
記
念
機
構
法

を
廃
止
す
る
法
律
（
以
下
「
廃
止
法
」
と
い
う
。）附
則

第
二
条
第
二
項
の
承
継
計
画
書
は
、
独
立
行
政
法
人
日

本
万
国
博
覧
会
記
念
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。）

の
解
散
の
時
に
お
い
て
現
に
機
構
が
有
す
る
資
産
及
び

債
務
に
つ
い
て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
基
準
と
し
て
定

め
る
も
の
と
す
る
。

一

廃
止
法
附
則
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
第
一
号

勘
定
に
属
す
る
資
産
及
び
債
務
の
う
ち
、
廃
止
法
附

則
別
表
に
掲
げ
る
土
地
及
び
同
項
に
規
定
す
る
政
令

で
定
め
る
金
額
に
相
当
す
る
金
銭
に
つ
い
て
は
国
が

承
継
す
る
も
の
と
し
、
そ
れ
以
外
の
も
の
に
つ
い
て

は
出
資
地
方
公
共
団
体
（
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る

出
資
地
方
公
共
団
体
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）が
承
継

す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

二

廃
止
法
に
よ
る
廃
止
前
の
独
立
行
政
法
人
日
本
万

国
博
覧
会
記
念
機
構
法
（
第
十
二
条
第
二
項
に
お
い

て
「
旧
機
構
法
」
と
い
う
。）第
十
一
条
第
一
項
第
二

号
に
掲
げ
る
業
務
に
係
る
資
産
及
び
債
務
に
つ
い
て

は
、
基
金
承
継
人
（
廃
止
法
附
則
第
二
条
第
四
項
に

規
定
す
る
基
金
承
継
人
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）が
承

継
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

三

前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、承
継
計
画
書
は
、

資
産
及
び
債
務
の
国
、
出
資
地
方
公
共
団
体
及
び
基

金
承
継
人
へ
の
円
滑
な
承
継
に
支
障
を
生
じ
さ
せ
な

い
よ
う
配
慮
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
。

２

財
務
大
臣
は
、
廃
止
法
附
則
第
二
条
第
七
項
の
規
定

に
よ
る
認
可
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
出
資
地
方
公

共
団
体
の
長
の
意
見
を
聴
く
も
の
と
す
る
。

（
国
が
承
継
す
る
資
産
の
帰
属
す
る
会
計
）

第
十
条

廃
止
法
附
則
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
廃
止

法
附
則
別
表
に
掲
げ
る
土
地
及
び
政
令
で
定
め
る
金
額

に
相
当
す
る
金
銭
は
、
一
般
会
計
に
帰
属
す
る
。

（
現
金
の
保
管
）

第
十
一
条

財
務
大
臣
は
、
廃
止
法
附
則
第
二
条
第
十
五

項
の
規
定
に
よ
り
積
立
金
の
処
分
を
行
う
た
め
必
要
と

認
め
ら
れ
る
現
金
を
保
管
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
財
務
大
臣
が
行
う
積
立
金
の
処
分
に
関
す
る
経
過
措

置
）

第
十
二
条

廃
止
法
附
則
第
二
条
第
十
五
項
の
規
定
に
よ

り
財
務
大
臣
が
行
う
積
立
金
の
処
分
に
つ
い
て
は
、
第

一
条
の
規
定
に
よ
る
廃
止
前
の
独
立
行
政
法
人
日
本
万

国
博
覧
会
記
念
機
構
法
施
行
令
（
以
下
「
旧
機
構
法
施

行
令
」
と
い
う
。）第
二
条
第
一
項
及
び
第
三
条
か
ら
第

五
条
ま
で
の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。
こ

の
場
合
に
お
い
て
、
旧
機
構
法
施
行
令
第
二
条
第
一
項

中
「
法
第
十
二
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
独
立
行
政

法
人
日
本
万
国
博
覧
会
記
念
機
構
法
を
廃
止
す
る
法
律

（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
十
九
号
。
以
下
「
廃
止
法
」

と
い
う
。）附
則
第
二
条
第
十
六
項
の
規
定
に
よ
り
な
お

そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
し
て
読
み
替
え
て
適
用
さ

れ
る
廃
止
法
に
よ
る
廃
止
前
の
法
（
以
下
「
旧
法
」
と

い
う
。）第
十
二
条
第
一
項
」
と
、「
機
構
」
と
あ
る
の
は

「
機
構
の
解
散
の
日
に
お
け
る
廃
止
法
附
則
第
二
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
解
散
前
の
機
構
」
と
、
旧
機
構
法

施
行
令
第
三
条
中
「
機
構
は
、
法
第
十
二
条
第
一
項
」

と
あ
る
の
は
「
財
務
大
臣
は
、
廃
止
法
附
則
第
二
条
第

十
六
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の

と
し
て
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
旧
法
第
十
二
条
第
一

項
」
と
、「
当
該
期
間
最
後
の
事
業
年
度
の
次
の
事
業
年

度
の
六
月
三
十
日
」
と
あ
る
の
は
「
平
成
二
十
六
年
六

月
三
十
日
」
と
、「
財
務
大
臣
及
び
」
と
あ
る
の
は
「
廃

止
法
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
解
散
前
の
」

と
、
旧
機
構
法
施
行
令
第
四
条
中
「
期
間
最
後
の
事
業

年
度
の
次
の
事
業
年
度
の
七
月
十
日
」と
あ
る
の
は「
平

成
二
十
六
年
七
月
十
日
」
と
す
る
。

２

廃
止
法
附
則
第
二
条
第
十
六
項
の
規
定
に
よ
り
な
お

そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
旧
機
構
法
第
十
二

条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
各
号
列

記
以
外
の
部
分
中
「
機
構
は
」
と
あ
る
の
は
、「
財
務
大

臣
は
」
と
す
る
。
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